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2年  4月   1日
2年  5月   1日
3年 12月 21日

和

和

和

令

令

令

定

定

定

制

改

改

2農園第 16 号

2農園第 201号

3農園第 594号

産地生産基盤パワーアップ事業実施要綱 (令和 2年 2月 28日 付け元生産第 1695号農林水産事務

次官依命通知)(以下「実施要綱」とい う。)、 産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和 2年 2

月 28日 付け元食産第 4536号 ,元生産第 1697号,元政統第 1781号農林水産省食料産業局長、生産局

長、政策統括官通知)(以下「実施要領」とい う。)、 産地生産基盤パワーアンプ事業都道府県事業実

施方針に基づく取扱いはこの要領によるものとする。

第 1 事業計画の認定申請及び認定

1 認定申請

(1)取組主体は、都道府県協議会長 (経営所得安定対策等推進事業実施要綱 (平成 27年 4月 9日

付け 26経営第 3569号農林水産事務次官依命通知。以下「推進事業実施要綱」とい う。)第 2の

1の (2)1こ定める都道府県農業再生協議会の長をいう)、 地域協議会長 (推進事業実施要綱第

2の 2の (2)に定める地域農業再生協議会の長をい う。)、 地域担い手育成総合支援協議会長 (地

域担い手育成総合支援協議会設置要領 (平成 17年 4煽 1日 付け 16経営第 8837号農林水産省経

営局長通知)第 1の 3に定める地域担い手育成総合支援協議会の長をい う。)及び産地協議会長

(果樹産地構造改革計画について (平成 17年 3月 25日 付け 16生産第 8112号農林水産省生産

局長通知)第 5の 1に定める産地協議会の長をい う。))(以下「地域協議会等」とい う)に より、

産地の中心的な経営体又は団体として産地パヮーアンプ計画に位置付けられ、産地の収益力向

上につながる取組を実施する場合は、地域協議会長等の指示により承認申請書 (様式第 1号)

に取組主体事業計画書 (様式第 2号)を添付 し、地域協議会長等に提出するものとする。

(2)取組主体は(地域協議会長等により、産地の中心的な経営体又は団体として産地パワーアン

プ計画に位置付けられ、産地の生産基盤の強化につながる取組を実施する場合は、地域協議会

長等の指示により承認申請書 (様式第 1号)に取組主体事業計画書 (様式第 3号)を添付 し、

地域協議会長等に提出するものとする。

(3)地域協議会長等は、取組主体事業計画書の提出を受けた場合は、承認申請書 (様式第 4号)

に取組主体事業計画を位置付けた産地パワーアップ計画 (様式第 5号又は様式第 6号)を添付し、

市町長に提出するものとする。

(4)地域協議会長等が効果増進事業を実施する場合は、承認申請書 (様式第 7号)に取組主体事

業計画書 (様式第 8号)を添付 し、市町長に提出するものとする。

(5)市町長は産地パワーアップ計画及び効果増進事業取組主体事業計画書の提出を受けた場合は、

その内容を審査 し、計画の内容が適当と判断される場合は、承認申請書 (様式第 9号)に事業

計画書 (様式第 10号)を添付し、振興局を経由して知事に提出するものとする。



2 計画の認定

(1)知事は、産地パワーアップ計画を認定したときは市町長に通知するとともに、振興局長にそ

の旨通知する。

(2)市町長は産地パワーアップ計画の認定を受けた場合は、作成 した地域協議会長等に姑 し承認

(様式第 11号)を行 うものとする。

(3)地域協議会長等は産地パワーアップ計画の認定を受けた場合は、取組主体事業計画書の承認

(様式第 12号)を行 うものとする。

第 2 助成金の交付方法等

1 助成金の交付方法

県は、産地生産基盤パワーアップ事業助成金を市町に交付するものとする。ただし、地域の

実情により地域協議会等に交付することができる。この場合、第 2の 2から5の規定の市町長

を地域協議会長等に読み替えるものとする。

2 助成金の交付申請

(1)取組主体は、本事業の助成金の交付を受けようとするときは、交付申請書 (様式第 13号)を市

町長に提出するものとする。

(2)市町長は取組主体から助成金交付申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査 し、計画の

内容が適当と判断される場合は、長崎県補助金等交付規則 (昭和 40年 3月 30日 長崎県規則

16号。「交付規則」とい う。)に基づき、知事に提出するものとする。

(3)地域協議会長等が効果増進事業を実施 し、本事業の助成金の交付を受けようとするときは、

交付申請書 (様式第 14号)に事業計画書 (様式第 15号 )、 収支予算書 (様式第 16号)を添付 し、市

町長に提出するものとする。

(4)取組主体及び地域協議会長等は助成金の変更交付申請を行 う場合は、変更等承認申請書 (様

式第 17号)を作成 し、提出するものとする。

3 助成金の交付決定

市町長は、知事から産地生産基盤パワーアップ事業助成金の交付決定の通知を受けた場合は

交付申請書の取組内容に含まれている取組主体に対 し、交付決定の通知を行 うものとする。

4 助成金の請求

(1)取組主体は、事業が完了した場合には、取組主体事業実績報告書及び交付請求書 (様式第 18

号)に様式第 19号を添付 し、市町長に提出するものとする。

(2)市町長は、取組主体事業実績報告書及び交付請求書の提出を受けた場合は、その内容を審査・

検査 し、助成金の支出が適当と判断した場合には、交付規則に基づき、知事に提出するものと

する。

(3)地域協議会長等が効果増進事業を実施 し、事業が完了した場合には、産地生産基盤パワーアッ

プ事業実績報告書及び交付請求書 (様式第 20号)に事業実績書 (様式第 15号)を添付 し、市

町長に提出するものとする。                     '



(4)取組主体は、概算払請求を行 う場合には、取組主体助成金概算払請求書 (様式第 21号)と 請求

内訳書 (様式第 22号)、 出来高 (見込)調書 (様式第 23号)、 事業費明細書 (様式第 24号)を作

成 し、市町長に提出するものとする。

(5)市町長は、概算払請求書の提出を受けた場合は、その内容を審査 し、助成金の支払が適当と

判断される場合は、交付規則に基づき知事に提出するものとする。

5 助成金の支払

市町長は、知事から助成金の支払いを受けた場合は、助成金請求書の提出者に助成金を支払

うとともに、交付額確定通知書及び支払通知書 (様式第 25号)を通知するものとする。

第 3 県の助成措置

知事は、認定した当該計画について、予算の範囲内において、交付要領により市町又は地域

協議会に助成するものとする。

第 4 産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告及び事業の評価

1 事業実施状況報告

(1)取組主体は、様式第 26号により取組主体事業実施状況報告を作成 し、事業実施年度の翌年度

の 6月 末 日までに地域協議会長等に報告するものとする。

(2)地域協議会長等は、取組主体から取組主体事業実施状況の報告を受け、様式第 27号により産

地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告を作成 した場合には、事業実施年度の翌年度の 7月

15日 までに市町長へ報告するものとする。

(3)地域協議会長等が効果増進事業を実施 した場合は、様式第 28号により取組主体事業実施状況

報告を作成 し、事業実施年度の翌年度の7月 15日 までに市町長に報告するものとする。

(4)市町長は産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告及び効果増進事業の取組主体事業実施

状況報告を受けた場合には、様式第 29号により事業実施年度の翌年度の 7月 末 日までに知事に

報告するものとする。

2 事業の評価

(1)取組主体は取組主体事業計画の目標年度の翌年度において取組主体事業計画に定められた

目標年度の取組 目標の達成状況について、自ら評価を行い、その結果を当該年度の6月 末 日ま

でに様式第 26号により地域協議会長等に報告するものとする。

(2)地域協議会長等は、取組主体から事業評価の報告を受けた場合は、その内容を,点検評価する

とともに、産地パワ■アップ計画に定められた成果 目標の達成状況について自ら評価を行い、

その結果を当該年度の 7月 15日 までに様式第 27号により市町長に報告するものとする。

(3)地域協議会長等が効果増進事業を実施 した場合は、取組主体事業計画の目標年度の翌年度に

おいて取組主体事業計画に定められた目標年度の取組 目標の達成状況について、自ら評価を行

い、その結果を当該年度の7月 15日 までに様式第 28号により市町長に報告するものとする。

(4)市町長は事業評価の報告を受けた場合は、当該年度の 7月 末 日までに様式第 29号により知事

に報告するものとする。



(様式第1号 )

(基金事業 (うち生産支援事業)・ 整備事業)

(取組主体→地域協議会長等)

月

地域協議会長等  様

取組主体名

代表   氏名

長崎県産地生歴基盤パワーアップ事業取組主体事業計画の承認 (変更 )申話につ
いて

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領第1の規定に基づき、関係書類を添え
て(変更)承認申請します。

添付書類  産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業計画書

号

日

番

年

記



(様式第2号X基金事業(うち生産支援事業等)・ 整備事業)

長崎県産地生産基盤パワーアツプ事業
取組主体事業計画書 (収益性向上タイプ)

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

事業実施年度 令和OO(西暦OO)～OO(西暦OO)年度

市町村名

取組主体名 :

代表者
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(収益性向上対策のうち基金事業うち生産支援事業 (糖設国芸エネルギー転換枠))

1 取組主体の情報

産地生産基盤パワーアップ事業
取組主体事業計画書 (収益性向上タイプのうち施設園芸エネルギー転換枠)

(取組主体事業実施状況報告喜兼評価報告書)

1区分代表者氏名

電話番号

1取組主体名地壌協議会名

住所

備考事後評価の検証方法

(現状値及び目標値の算出方法)

(※ 定量的な検証ができること。)

成果目標

ha

層

面積取畑内害作物

名

地区名理
船

地壌協離会

等名

(注 1)「区分J相には、実施要綱別表 2に定める取組主体の区分を記入すること。

(注 2)定執、規約及び収支予算 (又は
"=j決

算)等、活動内暮おt確認できる資料を添付すること。

2 産地パワーアッ

(注 1)「整理番号」欄には、地巌協臓会等ごとの産地パワーアップ計画の妻理番号を記載すること。

(注 2)呂 目別に配競すること (複数品目ある場合は行を追加すること)。

(注 3)成果目標は、この計回を位置づける産地パワーアップ計回の成果目標 (実施要領別配 3の別紙 7の この 1の (7)の イの (イ )のいずれか)を配載すること。

3 事業計画 (実績)

(1)総括表

備考

総事業員

(日 )

基金事業

合計

O 添付資料

 ヽ 基金事業

(1)生産支援事業は、別紙 2及び別藤 1、 3の うち酸当するものを添付すること。

(2)内訳

ア 基金事業

内訳

(施設園芸エネルギー転換枠)

(注 1)「血」襴には、産地パワーアップ計画の 1の (4)の 番号を盟載すること。

(注 2)「面積」襴には、助成対象作物の面積を記転すること。

(注 3)r取 組目標」欄には、産地パワーアップ計回の成果目標の達成に直接的につながる取組を配載すること。

(注 4)「費用対効果分析結果」欄は、機構導入の場合に配峨すること (機械導入以外の場合は「―Jを配載)。

(注 5)備考欄には仕入れに保る消費税等相当額について、これを減額 した場合には「除職額OOO円  うち口費OOO円 Jを、

(注 6)目 標の実現可能性幅には目標散定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、日標値の実現可能性を記入すること。

目標の

実現可能性

備考地域協路会

等の評価

取組主体

の評価

取組目標

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日(円 )

縮事業資事業内暮

(機糧 (能力、台数)、 リース機嶺 (協

力、台数)、 資材費等)

取組目標目標

年度

業

施
度

事

実
年

業

数

農

者
疏
ロ

対象作物
名

取組

主体名

地区名

含計

血

同税額がない場合は「酸当なしJと 、同税額が明らかでない場合には
'含

税観Jと それぞれ記入すること。



4 誓約・同意事項

「燃油価格高騰対策の加入に関する誓約事項」について誓約する。         □
(次の「燃油価格高隣対策の加入に関する誓約事項」について同意する場合は、口印にレ点を必ずご諷入ください。)

燃油価格高騰対策の加入に関する誓約事項

燃油価格高騰対策に加入しています。又は、今後、加入します。

5 個人情報の取扱いの確認

私は、次の「個人情報の取扱い」に配載された内容について同意します。      E]                                                ′

(次の「個人情報の取扱い」について同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い

農林水産省.部道府県、地域協議会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の実施に際して得た個人情報について、個人情報を行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関係法令に基づき適正に管理し、本事業の実施のため

に利用します。

また、農林水産省、魯道府県、地域協議会等は、本事業の実施に係る説明会や回の他の補助事業の補助金交付等のため、関係機関に必要最小限度内において提供する場合があります。



(収益性向上対策のうち基金事業うち生産支援事業 (持機的畑作確立枠))

産地生産基盤パワーアップ事業

取組主体事集計画書 (収益性向上タイプのうち持続的畑作確立枠)

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書 )

1 取組主体の情報

1区分1代表者A名1取組主体名L増協語会名

筐所

備事後諄価の検コE方法

(現状値及び目幅tの算出方法)

(※定二的な検臣ができること。)

成果目狙

目標

|lha l || ||

取組肉喜作傷名地区名醒
需

地増協離会

専名

2 産地パ ワーアップ計回

(注 1)「豊理番号J欄には、地単協脳会等ごとの産地′くワーアップ計Eの霊理番号を記載すること。

(滋 2)成果目標は、この計画を位置づける産地パワーアップ計百の成果目幅 (案臨要傾月1配 3の國l無 3の Iの 1の (7)の ウの (イ )いずれか)を記戯すること。

3 亭集計画 (実観 )

(1)総括表

備考

は事業費

(躊 )

と食事業

合計

(注 1)「区分J幅には、案施要旧別表2に定める取籠主体の区分を記入すること。

(遠 2)定欲、規的零及び収支予算 (又は収支決算)等、活動内喜競 隠できる資料を添付すること。

0 な付資料

1 と金事二

(1)生産支援事業は、別競2及び別澪 1、 3の うち厳当するものを斎付すること

(2)内 駅

ア 基金事業

内駅

生産支援事業 (持縮的畑作確立枠)

目掘の

真現可能性

備鼈増協議会

専の評価

取組主体

の評価

取組目視

の違威状況

費用対効果

分析結果

事後停価

の検肛方法

完了

年月日(日 )

事業内喜
(■,(aヵ ,台 a) リース■

'(B

合計

目標

年虚

栞

歯
慶

事

実
年

業

数

農

者
離
∞

停枷
取組

主体名

地区名h

(注 1) 襴には、産地パワーアッ 1の (4)の番号を記載すること.

(滋 2)「面積」福には、助成対魚作権の面積を

“

載すること。

(注 3)「取組目毎」相には、と地パワーアップ計冒の成果目毎の建威に直接的につながる取組を記競すること。

(注 4)「費用対効果分析結果J樹は、構様導入の場合に

“

重すること (横機導入以外の場合は「―Jを記a)。

(注 3)備考転には仕入れに係る消費税等相当面について、これを減額した壻合には「除税観000円 うち口費000円 」を、同税額がない場合は「歓当なし」と、同程領が切らかでないお合には
'宮

税額」とそれぞれ

“

入すること

(注 6)目 標の案覇可能性綱には目編設定以前の過去数年の数亀、現状値の報定の考え方、日根住の実現可能性を

“

入すること。

4 個人情報の取扱いの確認

私は、次の「個人情報の取扱いJに記載された肉審について同意 します。     □
(次 の「個人情報の取扱い』について同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入くださし`。)

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協陰会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の実施に簾 して得た個人情報について、「個人情報を行政権関の保有する個人情報の保醸に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関係法令に基づき遺正に管理 し、本亭菓の実施のため

に利用 します。

また、農林水産省、都道府県、地域協離会等は、本事集の実施に係る説明会や国の他の補助事業の補助金交付等のため、関係機関に必要最小限度肉において提供する場合があります。



様式第3号 (収益性向上対策のうち基金事業(うち生産支援事業等)・ 整備事業)

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業
取組主体事業計画書 (生産基盤強化タイプ)

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

事業実施年度 令和0(西暦OO)～0(西暦OO)年度

市町村名

取組主体名 :

代表者



(生産と鍛 化タイプのうち農表用ハウスの再壺働・改停、果樹園・泰園等の再壷倍・改停、農業機構の再整備.改良の取籠用 (と壺事葉 豊重■業))

1 取籠主体の情報

2に定めるな電主体0区分t“入すること。

(と 2'定
'.鳥

隣 二び止寅予算 (えは■女芸

“

)等、活動内喜JttBで きる資帯tる付すること。

産地生産基盤パワーアップ事業

取組主体事業計回書 (生産基盤強化タイプ)

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

(湛 1,「奎理鴻 」日には、ねH`麟 ことの造ねザ1ワーアップVHOこ 理調 tB贈すること.

(法 2)二樹の歳とを,う る合は,「牛れ名J al工 爆 呂日、呂Ht,卓 すること (“道府県事想 た方針に定めるオiユ ロ、3こにEる).
(法 3,確ニロ襴は、この計口を住こづけるとる′1ワーアップ肝口の確皐目蠣 (芸歯裏領月lE 3の第4の うの (ヽ )のいすれか)=“車すること。

a 亭集計口 (案0

占計

真付車ことに日分して■入し、資付車t"寺旧に口入すること.

1 とと■卒

0,l岳 1～ 3の うち麟彗するヽのを重付すること,

O― 又はこ承力t鋏十まつているB合は、翼的●等.催示内喜の分かるヽのを巌付すること,

, と0事皐

0崩工 1五 び茂に■げる資帯t簿付すること。

Ot,殿計,、 見嶺,等、事二R9機,4翼となる責器、 ② ■用対幼黒分新、 0 およの崩棋算定■4. ④ れ,の協力、構Ⅲ朗画等の榊 、 0 世H.こlR口 、平百日、 0 歯段めt電二■れa、  ② 収支計H、

0 その他Ы 虚槃匈事が彦要とEめる責ヽ  学
0線 嘉ヌは韓示よ芸よっている蝸合は、要

"書
等 .

(2)内釈

※ (周二1'～ lttt議 4)のうち、蟄当額分について,入すること.

実■可B性

|"寺

(窮浪I二ど日缶tの

“

出方長)

辟  辟  辟Tぎ
藤目録

II||||1皓 I

理
閉



(廟癖1)

ア と金亭彙 (生産と霊強化タイプl

賞
=可

色性

電増BB会
中の瞬●

取偲
=`

の腑

取電目

“¢遺驚,R潟

E轟
"鶉

ユ

分新構員

事後,E閉
嘘

鞣
蟻
軽

卑

敷
函
ω

爆 停れ鞭
難

(差 1)「 hJ襴には、亡亀′くワーアップ計■の 1の (4,

(注 ″〕工■の意ほと,う る合は、「対ユ午缶名J編に対争呂日、B4七日卓すること (庄お′1ワーアップ計画にためる対ユ畠日、こ種に瞑る)。

まナ‐.「面転J襴は麦五百嶺をE■すること。

(速 3,「H■目再J襴には、ユTの鞭 のうちいすれかtE■すること,

■山向lすのとと開始Xは皓出領の4麟・■点畠目l輸出■力品日、ほ入代IB守)のこと開始又は当儀晶目
「

売日,4れ I・ 難 コストのほH 身■主とこの向上・翼的原売■の増加・造力の向上
(湾 4〕 生▲真観事桑の「■用対助暴分催 工J桐は、構襟導入の場合にEtすること (4■導入以,卜のB合は r_J tB卓〕.

(と 5)― には性入れに篠る消貴隣 1歯彗ほについて、これを組 したB合には r鵬領OOO用  うち口費OOO円 Jと、日■藪力tないる合は
'麟

彗としJと 、R'領が明らかでない娼合には「鍛 四Jと それぞれE入すること,

(注 6〕 目4の奥革可色性襴には日■盟々ユ前のと去段年の麟は、■lABの口定0■え方、日■■の東里可EtttE入すること。

(差 1)'LJ■ には、産亀′くワーアッ

イ 整備奉卑 (生産と豊強化タイプ)

内訳

脳

等の諄

“

,,観よ滉分確 ニ年月日
出
嘘

鞣
雌
強

腺
搬

|

鞭
撃

(送 2〕 H帝事務■の■皐内ど編は,生産ΠttJ月 に定める附帝事廠資の健とと争によリロ入すること。

(羞 3)「H籠目れ 相には、以下のユaの うちいずれかと,■すること.

・構B向けの生産瞬始又は輸出観の的瀬・虫点品目(輸出奮力品日、輸入■,品等)の生建開始】はヨ獣呂日重売

“

の増加・生産コストのほH・ 労働主ととめ向上・要舶H売事の増加 4カの向上

(遠 4)麦仕事増 麟ある■合は、妻付車ごとに区分してE入するほか,,■侶に主仕事嵐び■入れに曇る璃覺里,相当領について、これとH重した4合には「臨豊穣000円  うち口ROOO円 Jと ,日最重ユないB合は f麟当なしJと、

阿轟観ね〔切らかでない4色 には「含段憫Jと それぞれ,入すること。

(注 S,日 編の要■
'捏

置樹 こは目狙置定以前のと去微年の徹仁、第■●の観定の七え方、日B●め臭里可色性をB入すること。

4 担人情報の取扱いの磁捏

私は、次の「日人情報の取搬いJに記載された内喜について同意します。      □
(次の「,日入情報の車概い」について同意する増合は、日印にレ点を必ずご盟入ください。)

督人情報の取微い

農林水産省、都道府県、地増協協会等は、産地生産と霊′くワーアップ事業の案歯に織して得た個人情報について、「1日入情報を行政機園の保有する日入情報の保重に風する法律 (平成15年法律第58号)及び関係滋令l塁づき違正に

`理
し、本事菓の実施のため

に利用します。

また、農林水と省、都道府県、地増協語会等は、本事鼻の実施に保る脱朋会や日の他の補助事業の補助金交付等のため、日傑機関に必要最小限底内において提供する増合があります。



(生産基盤強化タイプのうち生産装置の継承・強化に向けた取組、生産技術の経承・普及用 (基金事業・整備事業))

産地生産基盤パワーアップ事業

取組主体事業計画書 (生産基盤強化タイプ)

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

1取畑主体名

1対象品目

地域協隆会名

対象範囲

墜理番号

(注 1)「豊理番号J幅には、地壊協離会等ごとの産地パワーアップ計回の整理番号を配競すること。

2 事業計画 (実績)

(1)総括表

備考年度別内駅

OO(西 暦OO)年 度

(円 ) 国資 その他

00(西 暦00)年 度

韓事業受

(円〕 国資 都道府県費

(円 )

その他

基金事業

整備事業

合計

(注 1)整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入 し、交付率を備考欄に記入すること。

(注 2)整備事業を行う場合は、別紙 1及び次に掲げる資料を添付すること。

① 概算設計各、見積書等、事業■の積算根拠となる資料、 ② 費用対効果分析、 ③ 施設の規模算定根拠、 ④ 施設の能力、稗働期間等の辞細、 ⑤ 位置、配置四、平両国、 ⑥ 施設の管理運営湖程、 ⑦ 収支計回、 ⑥ 再編利用計回春

(既存施設の再編合理化の取組を行う場合)、  ③ その他都道府県知事が必要と認める資料 等

(2)事業の目的、効果、成果目標

ア 事業の目的

(注)現状の課題 (経韓・背景等)、 事業を行う必要性等について記入すること。

ウ

事後評価の検肛方法目標年度目標の具体的肉暮

エ

(注)事集評価時に記載すること。



(3)事業内容

ア 事業の具体的な内容

備考取組内暮実施時期

年

　
　

月
　
　

月

(

イ ケジュール

(注 1)適宜、行を追加すること。

(4)経費の内訳

・普及に向けた取組

備考 (経貴の内訳及び経費の必要性 )構事業貴 (円 )費 目

合計

ア

備考 (経費の内訳及び経費の必要性 )縮事業資 (円 )受 目

合計

備考 (経員の肉訳及び経費の必要性払総事業資 (円 )受 目

合計

備考 (経負の内釈及び経費の必要性 )総事業資 (円 )

と培管理、労務

貴 目

合計

ア



備考 (経費の内訳及び経貴の必要性 )総事業受 (円 )費 目

合計

備考 (経費の内訳及び経費の必要性 )

覧技術 の 向上 :

構事業資 (円 )

L素機械の安全取

貴 目

合計

(注 1)不要な項目は日1除すること。

(注 2)適宜、行を追加すること。

O 憑付資料

1 基金事業

別紙 2及び別添 1～ 3の うち験当するものを通宜修正して添付すること。

2 整備事業
´

別紙 1及び次に掲げる資料を添付すること。

① 概算設計書、見積春等、事業費の積算根拠となる資料、 ② 費用対効果分析、 ③ 施設の規模算定根拠、 ④ 施設の能力、稼働期間等の詳細、 ⑤ 位置、配置図、平面国、 ⑤ 施設の管理運営規程、 ⑦ 収支計画、
◎ その他都道府果知事が必要と認める資料 等

3 個人情報の取扱いの確認

私は、次の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。      □
(次の「個人情報の取扱い」について同意する埼合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い

農林水産雀、都道府県、地域協議会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の実施に際して得た個人情報について、「個人情報を行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関係法令に基づき適正に管理し、本事業の実施のた(

に利用します。

また、農林水産雀、都道府県、地域協議会等は、本事業の実施に係る説明会や回の他の構助事業の補助金交付等のため、関係機関に必要最小限度内において提供する場合があります。



車儀主体名
地区名

(市町付乞)
建理番号

2 ■彙計冒 (実韓)

(生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの服開 )

産地生産基盤パワーアップ事巣
取組主体事業計回書 (生産基盤強化タイプ)

(取超主体事業実施状況報告書兼評価零告書 )

●■
亀載事

●,「

“

a,a臣方
法(Xた■的な,E

案篠

H“

一姉目てＰＨ、中切

年度

目儡

微健項 目

弾蜘日くＰＨ、中う

韓

霊フ沢

虫に項日

中蜘日でｐ＝、中う

範
燎 作雀

土づくり鶏暴と
離 する項目
(虚暴目

“

)

雄 停構名

案とを行う
ほ戦  (百重〕

及びB所

造用する増配の■顕
(供備元)

珪贈0造用二 時朗

研●・指導0)内喜・回虫
風ど案施者

封工作伯喜め歳造真重麟
晟び壻所

歳埼案との内喜

差2`8焔 作伯毎の歳晴実と働 び4所、フとお臭離の内喜については、ペレット4Ea)輿離を行つた■合のみ記車するものとする。

年月日その他
軽貴0内 よ■目H日

(逮) これをH領した■合には「除B:菫OOO円 うち日資000円 Jを、 「昔凛傾Jとそれぞれ記入すること。

私は、次の「個人情報の取扱い」に寵載された内容について同なします。   □
(次の「個人憾 の取扱い」について同意する増合は、口印にレ点を必ずこ

‐
HJ入ください。)

個人権組の取級い

農林水産省、都道府県、地域協協会等は、産地生産基建パワーアップ事業の実施に際して得た個人情報について、「但人情報を行政機関の保有する個人情報の保霞に関する法律 (平 成15年法律第58号 )及び関係法令に基づき道正に管理し、ホ事業の奥施のため
に利用します。

また、農林水産省、都道府県、地域協盟会等は、本事業の実施に係る醜班会や日の他の補助事業の補助金交付等のため、関係槙閥にどヽ要最小限度内において提供する暑合があります。



(別紙 1)

事業区分

(注)基金事業又は整備事業のいずれかを記載すること。

1 事業の目的・効果等

ア 事業の目的 (地域農業の現状、事業の必要性等)

整備事業の明細票

※産地において問題・課題となっていることや、課題の解決に向けて必要となる方策等について具体的に記載。
※産地の課題解決に向けて、本事業をどのように活用し、どのような姿を目指すのかを具体的に記載。

イ 事業により期待される効果

※施設整備を行うことで得られる効果、産地の課題解決にどのように資するか等具体的に記載。
※既存の施設がある場合は、既存の施設がありながら導入する理由を簡潔に記載。

2 対象作物の作付面積及び生産量

(注 1)中山間地域等に該当する場合は、その指定状況を備考幅に記入すること。

(注 2)作物転換を行う場合は、当該取組の内容が分かるように記入すること。

3 事業実施予定場所等

備考

取組後 (0年度)

生産量

k=

10a当 たり収量

kg

作付面積

畑

ha

田

ha

合 計

ha

現状 (0年度)

生産量

kg

10a当 たり収量

kg

作付面積

夕田

ha

田

ha

合 I「

ha

対象作物名
(品種名)

備考用地の取得状況面積

∬

導入予定場所

市
　
町

村

番地

施設名等



4 施設利用計画等

ア 施設利用計画

取組後

3年 目 (0年度)

利用率

%

処理量

kg

2年 目 (0年度)

利用率

路

処理量

kg

事業実施年 (O年度)

利用率

0%

絆

処理量

O kg

絆

現状

(0年度)

処理量

O kg

絆

事業内容
(区分、構造、規格、能力

等)

対象作
物名

施設名

(注 1)新設施設の場合、現状相は「―」と記載。

(注 2)乾燥調製施設の場合、処理量については規格外を除いた製品ベース (製品水分量)で記入すること。

(注 3)既存施設と併せて使用する場合、取組後の処理量及び利用率 (施設の処理量/目標年度の処理量)の幅には上段に全体の数値を、下段に播弧書きで導入する施設の数値を記入すること。

イ 施設収支計画

(注 1)新設施設の場合、現状編は「―」と配職。

(注 2)乾燥調製施設の場合、処理量については規格外を除いた製品ペース (製品水分量)で記入すること。

ウ 施設の貸付に関する計画 (取組主体以外の者に貸付けることを目的として施設整備する場合のみ記入)

(注)貸付対象者が法人又は任意集回の場合は、規約等を添付すること。

5 既存の関連施設の整備状況

(注 1)既存施設と新設施設の関係について概念国を添付すること。

(注 2)乾燥調製施設の場合、処理量については規格外を除いた製品ベース (製品水分二)で記入すること。

(注 3)「利用率」の相は、施設の規模 能ヽ力 (処理量)に対する実績処理量の割合を記入すること。

取組後

3年 目 (0年度)

収支率

賄

収支差

千 円

費用

千 円

収 入

千 円

2年目 (0年度)

収支率

ll

収支差

千 円

費用

千 円

収入

千 円

事業実施年 (0年度)

収支率

略

収支差

千 円

費用

千 円

収入

千 円

現 状

(0年度)

収支率

%

収支差

〕千円

費用

千 円

収 入

千 円

管理の役割分担

(例 )

通常の保管場所

整備点検の実施者

賃貸料設定の考え方貸付期間

(例 )

年間通して賞付

水稲収穫期

貸付対象

(例 )

OO運営組合

受益農家戸数施設名

事業名
(補助事業を活用した

場合)

整備年

過去 3カ 年の実績

前年度 (0年度)

利用率

ll

処理量

kg

2年前 (0年度)

利用率

ll

処理量

kg

3年前 (0年度)

利用率

ll

処理量

kg

規模・能力
(出荷量、処理量)

施設名対象作物名



6上限事業費(上限事業費が定められている施設を整備する場合のみ記入)

備 考
上限事業費対象外事業費 B

(上限事業費対象外事業内詢

千 円

うち上限事業費対象事業費A

(上限事業費)

千円

上限事業費対象の単位当たり事業費

千円/ha■,nf等

(上限事業費)

千円/ha,inf等

事 業 費

A+B

千 円

施設名

(注 1)施設名は、要領別紙21こ定める施設とする。

(注 2)上限事業費対象事業費Aの幅は、要領別紙司Orこ定める上限事業費との比較ができる内容とし、「上限事業費対象の単位当たり事業費」は、当該施設の上限事業費に係る単位当たり事業資を配入する。

(注 3)上限事業費対象事業資Aの相の下段(上限事業費)は、導入する施設の要領別紙91こ定める上限事業資を記入する。

(注4)上限事業費対象事業費については、施設本体の建設及び設置に必要な経費のみを対象とし、選果機を導入する場合は、荷曼、箱詰め、出荷に係る設備を含むものとする。

(注 5)上限事業費対象外事業費Bの幅は、補助対象外事業費、消費税、設計費等とする。

(注 6)上限事業資対象の単位当たり事業資が上限事業資を上回る場合は、その理由を備考相に記載すること。

7補助対象施設を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の内容

その他償還期間融資額融資名金融機関名

8 出荷量及び出荷額の見通し

取組後

も竿 日

r∩生 産 ヽ

円

4
r∩

牛

生

日
虐 ヽ

円

、J■ 日

rf再 生 産 ヽ

kg

円

Z■ 日

r∩生 産 ヽ

kg

円

¬手
rf再 生

日
磨 ヽ

円

現 状

円

対象作物名



輸出先国

OO

円

OO

円

00

円

OO

kg

円

OO

円

対象作物名

9 輸出の取組計画

ア ロ標年度における国別出荷量及び出荷額の見通し

イ 農産物輸出に向けた体制整備

(注)「歌当の有無」桐については、該当する取組内容について、Oを記入すること。

10 クロスコンプライアンスの確認

(注 1)「該当の有無」相については、該当するコンプライアシスについて、Oを記入すること。

(注 2)施設等を利用する生産者が不特定多数である等、点検シー トの提出を受ける農業者の特定が困難な場合は、その旨を備考幅に記入すること。

取得予定時期具体的内容及び確認方法該当の有無取組内容

GLOBALG A.P 等の導入

HACCP等 認定の取得

ハラール認証の取得

輸出向け出荷量又は出荷額の増加に直接資す
る設備等

備 考コンプライアンス点検方法及び要件確認内容

(例)令和0年度に施設利用者から点検シー トの提出を受けることにより確認する。

ヽ

′

こ

例
る

く

サ
整備し
とによ

た施設を利用する生産者から記録済みの農業生産工程管理のチェックシー トの提出を受
り確認する。

該当の有無クロスコンプライアシスの内容

環境と翻和のとれた農業生産活動

生産工程管理手法の導入



別添 1-2(別記様式第 3-5号 関係 )

個票 (リ ース方式による機械等の導入の取組用 )

機械 リース計画書

(N駐 ())

リース方式による機械等の導入の取組

注3:

注4:

注5:

※1及び※2については、いずれかを記入してください。

リース助成申請額は、A、 Bのいずれか小さい額を記入してください。
A:[1]X(リース期間/法定耐用年数)X1/2以内
臥([1]― [2])X1/2以内

複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成してください。

別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。

添付書類は、以下のとおり。

① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

② その他都道府県知事が必要と認める資料

(共 同申請者→地域協議会長等)

注 1

注2

対象機械

機種名 数量 台

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合:能力・取得年

月・台数など)

リース期間
開始日～終了日 (※ 1) (年 )

リース借受日から〇年間 (※ 2) (年 )

リース物件取得見込額 (税抜き) [1]

うちオプション分 (税抜き)

(円 )

(円 )

リース期間終了後の残価設定    [2] (円 )

リース料助成申請額 [3] (円 )

リース諸費用 (金利 '保険料 口消費税) [4]

うち税相当分

(円 )

(円 )

機械利用者負担リース料 (税込み)  [5] (円 )

リース物件保管場所

リース事業者名



(男 ll紙 2)

2
(1

(2

1 取組に参加する者

具体的な取組内容
へ の

い

注 : 既存の農業機械の利用をどう変更するのか記載してください。

基金事業 (生産支援事業のうち機械導入)の明細票
(取組に参加する者及び取組内容)

の

氏名又 Iま名椰
(代表者氏名 )

電話番号番号

住所

T

電話番号番号
氏名又は名称
(代表者氏名)

住所

T

番号
氏名又 Iよ名杯
(代表者氏名 )

電話番号

住所

T

番号
氏名又は名称
(代表者氏名)

電話番号

住所

T

番号
作 物 名 面 積 作 物 名 面 稲

中心的経営体
(受 け手 )

1 ha ha

２

３

４

ａ

ａ

ａ

ｈ

ｈ

ｈ

ａ

ａ

ａ

ｈ

ｈ

ｈ

本取組に参加する
農業者等
(出 し手)

計 ha ha

番号
展菜機概名 (翌式 ) 万 針 備 考

中心的経営体
(受 け手 )

1
用途変更 継続利用
用途変更 継続利用
用途変更 継続利用

下取

下取
下取

廃棄
廃棄
廃葵

本取組に参加する
農業者等
(出 し手 )

２

３

４

用途変更
用途変更
用途変更

譲渡
譲渡
譲渡

棄
棄
棄

廃
廃
廃

展 栗機 租 の種 類 希 望 丁 る性 罷 必 要 とな る理 田

注: 新たにどのような機械の導入が必要となるのか記載してください。



別添 1-1(別記様式第 3-5号 関係 )

(リ ース方式による機械等の導入の取組用 )

地域農業再生協議会長 様
(都道府県農業再生協議会長 様 )

産地生産基盤パワーアップ事業の機械 リース計画書

(共同申請者→地域協議会長等 )

年  月  日

フリガナ

代表者氏名

【取組主体名】

フリガナ

氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

住所

電話番号

※ 導入する機械によつて
リース事業者が異なる場
合はリース業者毎に作成
してください。

【リース事業者】

フリガナ

事業者名

代表者名

T
住 所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械 リース計画書を作成 したので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に連反 した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止 した場合に
は、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

3 本取組に係る助成金を、このリース事業者が指定する口座に振 り込むことについて合意 します。

4 計画額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

一Ｔ

5



別添2-2(別記様式第3-5号関係)

個票 (資材導入等の取組用)

(取組主体→地域協議会長等 )

資材導入等計画書

(Nh())

資材導入等の取組

注: 添付書類は、以下のとおり。

① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

② その他都道府県知事が必要と認める資料

取組内容

事業費
(円 ) うち助成金申

請額 (円 )

備考
具体的内容 (資材の名称等を具体的
内容を記職)

個数、
は員

面積又
数等

単価

合計



別添2-1(別記様式第 3-5号 関係 )

(資材導入等の取組用 )

地域農業再生協議会長 様
(都道府県農業再生協議会長 様)

産地生産基盤パワーアップ事業の資材導入等計画書

(取組主体→地域協議会長等 )

年  月  日

【取組主体名】

フリガナ

氏名

フリガナ

代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

T
住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の資材導入等計画書を作成しましたので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に連反した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止した場合
には、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納します。

3 計画額

円

4 取組の内容

別添個票のとおり。



別添 3-2(別記様式第 3-5号 関係 )

個票 (機械等の導入の取組用 )

(取組主体→地域協議会長等)

機械導入計画書

(Nは ())

機械等の導入の取組

注 1:

注2:

注3:

注4:

注5:

「購入価格(税抜き)」欄には、下取り価格又は処分益(税預き)を控除した価格を記入してください。

「購入費助成申請額」欄には、[1]X1/2以内の額を記入してください。
「備考」欄には、下取り価格又は処分益(税抜き)を記入してください。

別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。

添付書類は、以下のとおり。

① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

② 費用対効果分析

③ その他都道府県知事が必要と認める資料

対象機械

機種名 数量 台

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合:能力,取得年

月日台数など)

購入価格 (税抜き)   [1]
ヨ ン

(税抜き )

( 円 )

(円 )

購入価格 (税込み) [2] ( 円 )

購入費助成申請額 [3] (円 )

購入物件保管場所

備考



別添 3-1(別記様式第 3-5号 関係 )

(機械等の導入の取組用 )

地域農業再生協議会長 様

(都道府県農業再生協議会長 様)

2

産地生産基盤パワーアップ事業の機械導入計画書

(取組主体→地域協議会長等)

年  月  日

フリガナ

代表者氏名

【取組主体名】

フリガナ

氏名

1

3

4

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

T
住 所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械導入計画書を作成 したので提出します。

記

取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

取組主体事業計画に連反 した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止 した場合に

は、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

計画額                              '
円

取組の内容

別添個票のとおり。



別添4-■ (別記様式第3-5号関係)

個票 (ス マー ト農業導入 日定着の取組用)

(取組主体→地域協議会長等 )

スマー ト農業導入 と定着の取組に係る計画書

(血0)

スマー ト農業導入 日定着の取組

注1:  添付書類は、以下のとおり。
① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

② その他都道府県知事が必要と認める資料
注2:  「取組の必要性」欄は、当該取組を行う (物品を購入する)必要性及び個数・員数の必要性を、取組目標の達成に絡め、「具体的な内容」欄の

項目毎に記載すること。

備考取組の必要性※事業費
(円 ) うち助成金申

請額 (円 )

取組内容

単価

合計

個数、面積又
は員数等

具体的内容 (講座 (講習会)の
名称、購入品の種類・名称等の
具体的内容を記載)

年月



別添 4二 1(別記様式第3-5号関係)

(ス マー ト農業導入 t定着の取組用)

地域農業再生協議会長 様  .
(都道府県農業再生協議会長 様)

(取組主体→地域協議会長等 )

産地生産基盤パワーアップ事業のスマー ト農業導入 日定着の取組に係る計画書

年  月 日

【取組主体名】

フリガナ

氏名

フリガナ

代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

住 所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業のスマー ト農業導入 t定着の取組に係る計画暮を作成しました
ので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に違反した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止 した場合
には、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

3 計画額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

一Ｔ

4



(様式第4号 )(整備事業・生産支援事業) (地域協議会長等→市町長 )

月

市町長 様

地域協議会等名

会長   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画の承認 (変更 )申話につ

いて

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領第1の規定に基づき、関係書類を添えて
(変更)承認申請します。

添付書類  長崎県産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画書

口
可

日

番

年

記



(様式第5号 )

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書 (収益性向上タイプ)

(産地パワーアップ事業実施状況報告兼評価報告書)

事業実施年度 令和0(西暦OO)～ 0(西暦OO)年度

市町村名

地域協議会名 :

代表者

整理No日



産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計日喜 (収益性向上タイプ)

(産逸生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書 )

策定 :   年   月   日

説重協E会名

整理番号

1 産地ィくワーアツプ計画

(1) ―アップ研画の目的

イ 原売歯Xは所任領の10勇以上の増加

(5)研画のぬ喜

ア 生産ヨストスは工出■ 加エコストの10勇以上の白1驚

中 の構L方

引騰解鞭
|

同謂弱泊
真t

衛r肺
閣

IT I  I|!|  |||II

"七
取銀内喜代表者名筐所中0的 な催■体Xは田いの名帯

計

輔勲姫稿鋼日藤旧

工 需要増が見込まれるBtt B篠から需要が見込
=れ

る品日 呂級への転換事100,`

ぽ 赫
醐
赫

距



磁(業 ■々的な,鶴的類

の

“

士嚇 ‖■l

日BキEE鸞 医
1聖 |  ||  ||  ||

|!|  ||  ||| | |:|  II  III||

ク 施設日芸エネルギー転換枠

廟汚のとおり。

ケ 持極的畑作確立枠

(た2)(5,0,イ について、麟定したEニ ロ■が所得aの B合 については、「百蜘  「とことIRは W膏二」「●士 (嚇工
`〕

Jに加えて「生歳コストJと BHすること。

(差4,(C)0,イ嵐ど力の「構工係,」 欄については、■とFE時に使用し、「ね増 (屎又は日を含む)の■線 歯前年産のF構 (重嘉二0)■れH(R又はコと●0)の日

“

年産の●僣 (E兒 ■

“

)Jによリエ出したとをE■し、「F機構工Eの真韓J掘には  「ユ徹旧の

“

l鮮 (販売工獨,X補正競 X ttt編の韓 J又は

「真徴日の●七 (F売■●,X悧工4■ XtttBの■ニー生産ヨストJで ,出 した観tもつて■■■ど口Fを

"L可
機な麟こと藤 すること,また、「B咸手J爛につとヽては、「■構韓工■の真徹J綱にB■の段ttもって,出すること,■お、「補工榛虫Jは小戯▲瘍tT 41,日 と口構ユ し、小H▲ユ下3缶とすること

(滋S,(S,の オの「藤 日B」 綱については,崇 HI憫翔EOの常4の 00(1)の Olこと0と盟定した虚エロ4の 内をと,Eすること。

(芝 6)「亀綸
―

の辟■」相については、実●盛 び事後瞬■れにt鳥
…

とのとし,lD疸亀0,状、HH 関■れ、OⅢ手工のH電 や産t4自のH■ による蒟皐やE皐ロエのと虚供Я、O真■●颯 状
=上

回るえは下口るⅢ合の具体的な
=日

、④二歳状,よに日鶴 合における
^体

的な

"工
内与毎と口とすること,

(注 0)スマートニニ4違■と刊用する計日のB含 Iよ い寺旧にそOrtHaすること,=た、スマート農工tと件t活用して強缶t円猾にこ入 た■させるたいのH電 を二鉗 l韓の導入に僻せて崇たする■合は「スマートB車■と枠Jに Hは内,ta入すること。

2 事皐1+画 (奥績)

(1

(西臓00)年 度

年庄月1内 R

(円 )

は事工資

韓事牢々

|― 鳳   |

と
'■

案

(差 1)整●事宗について に区分 して,入 し、交付事を,■福に

“
^す

ること。

(送 2'とと支猥事ネのうち、スマー トニ案モと枠の出洵助確費、嵐置口妻エネルギー転4枠及び

"輸
件確立粋を利用しない■合は、内釈を副ること。

(歳 S,蔦児島凩嵐ど沖■員の分みつ4の計日の■合は、下嚢
=士

虚し、本■は出ること。

(1)0悟■

0を

(円 )

騨事素■

1市町村R  Iその他

占針

(差 1)令和4(石層2022)年
=以

後の口々欄の観は、

(と 2)車児島県及び沖働啜撃外は、本表は口「ること。

(2)取組―覧

朗るのとおり。



ア と金事素

内訳

いの

“

衝,,“衝

取諷 目再R用 対鶏鼻

分新お員の検H方法年月日その他

事案内喜椰

産

票

施
Ｅ

腺
級

哺
ω",“

9

=

岬
撃

臨区名

b 生産支援事黙

奥里可籠性分J,情兵

事伐扉

“その他

事彙内喜

合計

晴
強

黒

れ
車

ネ

獄
疏
ω

Ha
主体名

贈区客

(芝 1)

(嵐 a,

rhJ綱 には、 1の (4)の■号を,■すること,

室と局長が動にた0る財齢事獨々 の使迫工争により

“

入すること。

「取

“

目翼J綱には,と造バワーアップ計日の虚黒目■の通嵐に直機的につなよるユエをB室すること。
(差 4)と注寅長事二の「費用封朗暴分析常暴J福は、4■4入の■合に,aす ること (■■導入以外の4合は「―Jを nt,
(と 5)とい事皇モ表付率が

“

Hある■合は、交付車ごとに区分して,入すること。

(差 0) これを増領した場合には r燎種韓000阿 うち口費000円 Jと、面綴領力tないる合は「と当なし」と、開義観れ〔明らかでないお台には「台騒領」とそれぞれa入すること。

(差 7)日■の宴窮可れ性桐には日篠設定以前の畳去数年の数●、理供tの H定の■え方、置々 目Bの真翌可籠性をE入すること

尭 7鱒 類事ユ内彗

合計

素

五
産

爺
∞

韓
鶴

ヒ区名

(差 ,「LJ幅には、 1口,(4)の■号 と,室すること。

イ 整常事業

●■B道府県

の解薔

鼈増協皓全

いの

“

衛

廠籠
=停

,,解価

取亀目H費用着鶏兵

分新借二

事後

“

衝

の検[方法

尭7
年房日口, その他

事宗内害廠無 日BＢ

Ｅ

工

篤
庄

宗

段
疏
ω

霞

体

取

〓

贈区お 目ユの

(注 2)附帝事務,の事素内g櫂は、主と局長力t劇にためる附韓事務々の使造とユにより盟入すること。

(た 0,「ユ盤目甚J籠には、童4パ ワーアップ計区の成果ロエの霊威に亡帝的につながる取担をEBす ること。

(法 4)=付■力!車虫あるL合 は、支付亭ごとに区分して置入するはか、●■桐に表付亭ユび仕入れに毎る消費,等櫃当観について、これを粛観した4合には「朦議観000円 うち田±000Π Jを 、

阿議重が明らかでないる合には「古,a」 とそれてれ

“

八すること。

(と S,日毎の実躍可籠ヒ幅にはロエ段だユ

“

のB去数年の敷

“

、ヨよこの設定の■え方、段定日毎0実■可能性を1,入すること。

口,観よない■合は「儀当なし」と、



用I斎 (施設目芸エネルギー転換粋)

産地生産基盤パワーアップ亭楽

産地パワーアップ計回書 (収益性向上タイプのうち施設園芸エネルギー転換枠 )

(産地生産基盤パワーアップ事業案施状況報告を兼評価報告書)

観 協慶会を

豊理吾暑

1 産地′{ワーアップ計目

(注)エネルギ=転換や4エネttとめることで造るの■苺性の向上に路よるH籠とするよう曹
=す

ること。

(5)計目の内喜

1脩 |    ILI    I'tllhal     lhal|‐  卜|

0真t,JH状 とと回るXは F回 るB合のえ4"■
=日

、

その他

2 事素計菌 (案徹)

(1)

(2)取組―覧

策定 :   年   月   日

確事業■

I口4   1強 府二虫 市哺 虫  Iそ の他



〔磨轟1)

ア 基金事票

内釈

理 可離専0附の附分備 暴

嚇

強 防 法

崩
朝

騨

濯劉Y報hリ
ース韓 l●

閉
軽

曝
臨
強

昧
韓

ｍ
∞

囃
鶏

おIお

(と 2)|百嶺J口には 真れ巨嶺t口け ること,

(連 0)「H電目

“

J割
=は

、拗 tワーアゥブ‖爵0態 R拗 菫離 極 的にうと力tる 鞭 tい ること。

l注 4)「,用
―

備 曜J弘 機構導入o■合に,tすること (■憎●λは,10峰 l■「 -1を ,儀 )。

(と 5)骨蠅 には■入れに毎る腹 ■鞘 彗颯l■つ|ヽて、これを置傾した場合叫  「碑鶴観OCO田  うち口費000円 Jと、日段旧がない略 は「と当としJと、Hれほおt明 らかtとい欄 こは『會段四J=それぞれ,入すること。

l滋 0)目 ■の理 再歯佳翻こは日■重々 ユ首0と去虫好0数■.璃4■
'ユ

臓ため寺え方、日儡t●案■可色性tB入すること。



別添 (持続的畑作確立枠)

地域協議会名

整理番号

1 産地パワーアップ計画

(1)産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

産地生産基盤パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書 (収益性向上タイプのうち持続的畑作確立枠)

(産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書)

策定 年   月   日

(2)産地の持続的な生産体系の確立に向けた取組内容

(注)産地の収益性の向上に繋がる取組とするよう留意すること。

(3) 課題と対応方針、取組により期待される効果、日標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

(4)中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

(5)計画の内容

ア サツマイモ基店病が発生した当該地域の10アール当たり収量を10%以上増加

備考取組内容

計

住所中心的な経営体又は団体の名称血

目標の

実現可能性
備考地増協議会等の醇価

率

う

成

％

達

く

成果目標

ha

取組内容
助成対象

作物
対象作枷地区名



イ ジヤガイモシストセンチュウ抵抗性又はジャガイモンロシストセンチュウ抵抗性を有する品種の作付割合を10ポイント以上増加、又は5096以上に増加

目標の

実現可能性
備考地域協議会等の評価

率

，

威

％

連

く(※ 定量的な検証が
できること。)

成果目標

hahaha

取組内容
助威対象

作物
対象作物地区名

ウ 種子用ばれいしょのり病率低減の取組を作付面積の509`以上で実施

目線の
実現可能性

備考地域協議会等の評価
率

，

成

％

連

ぐ

成果目標

haha

取組内容
助成対象

作物
対象件物地区名

(注)り 病率低減の取畑実施面積とは、種罵鈴 しょ検疲実施要領 (昭和49年 8月 31日付け49農蚕第5333号)を今考に実施 した自主検査等において、同要領第 6の 3に規定するバイラス リ病株残存率が019`未満であることが確認 された原種ほ、採種ほ面積とする。

工 豆類又はばれいしょの導入比率を2ポイント以上増加

目標の

実現可能性
備考地域協議会等の評価

準

，

成

％

達

く

成果目標

hahaha

取組内容
助成対象

作物
対象作物地区名

オ 需要が見込まれる品目・品種への10%以上の転換

目標の

実現可能性
備考地域協議会等の評価

率

＞

成

％

達

く

事後評価の検証方法
(※ 定量的な検証が
できること。)

成果目標

hahahaha

取組肉客
助成対象

作物
対象作物地区名

力 てん菜の直悟準の10ポ イント以上の増加

目標の

実現可能性
備考地域協議会等の評価

率

，

威

％

送

く

成果目標

hahaha

取組内容
助成対象

作物
対象作物地区名



キ 基幹作業 (育首、悟種・植付、収荘等)の外部化又は共同化の割合を10ポイント以上増加

目標の

実現可能性
備考地域協議会等の評価

率

，

成

％

達

く

事後評価の検証方法
(※定量的な検証が
できること。)

成果目標

ha

取組内容
助成対象

作物
対象作桐地区名

(注)「外部化又は共同化」襴には、外部化又は共同化を行う面積 (育苗は、当酸首を作付けする面積。)を記載し、成果目標の算定等にあたっては、対象作物の作付面積に対する取組割合 (%)を算出すること。

(注 1)(5)計画の内容については、実施要領別配3の別紙3の Iの 1の (7)の ウに基づき設定した成果目標に応して、ア～キから選択して作成し、不要なものは副ること。

(注 2)「地増協酸会等の膵価」編については、実l償時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取畑や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④嵯成状況が低調な場合における具体的な指

(注 3)成果目標 (現状、日標、実績)の算出根拠となる資料 (データ等)を添付すること。

(注 4)目 裸の実現可能性桐には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、日線値の実現可能性を記入すること。

(6)その他



2 事業計画 (実績)

(1)総括表

備考

総事巣費

(円 )

基金事業

合計

(2)取組一覧

別憑のとおり。

(別添1)

ア 基金事業

内訳

生産支援事業 (持続的畑作確立枠)

備考地城協議会

等の評価

取組主体

の評価

取組目標

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

総事業費

(円 )

事業内容
(機械 (絶力、台数 )、 リース機構 (権

力、台数 )

合計

取組目標目標

年度

楽

施
度

事

実
年

業

数

盛

者
耐一ω

助反対象
作物

取組

主体名

地区名阻 目標の

実現可能性

「血」幅には、1の (4)の番号を記段すること。

「面積J幅には〔助成対象作物の面積を記職すること。

「取組目標J綱には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

「費用対効果分析結果J欄は、機械導入の場合に記載すること (機械導入以外の場合は「一」を霊競)。

備考幅には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額OOO円  うち国費OOO円」を、同税額がない場合は「該当なしJ

目標の実現可能性幅には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、日標慎の実現可能性を記入すること。

と、 同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

(注 1)

(注 2)

(注 3)

(注 4)

(滋 5)

(注 6)



(様式第6号 )

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書 (生産基盤強化タイプ)

(産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告兼評価報告書 )

事業実施年度 令和OO(西暦OO)～ OO(西暦OO)年度

市町村名

地域協議会名 :

代表者

整理No日

(注 )全国的な土づくりの展開の取組を単独で申請 (報告)する場合は、件名の「(生産基盤強化タイプ)」を「(生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開)」と置き換えるこ
と。



産地生産基盤パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書 (生 産と盤強化タイプ)

(産 地生産喜盤パワーアップ事素実施状況報告書兼群価報告書)

 ヽ 産逸′くワー7ッ プ‖口 (■こと豊強化タイカ

(5)■目の内喜

|!|   |||

質●等H隠電周庁旧隠

堂定 :   年   月   日



別添 1(別記様式第3-6号関係)

(リ ース方式による機械等の導入の取組用)

都道府県知事 様

※ 導入する機械によつて
リース事業者が異なる場
合はリース業者毎に作成
してください。

産地生産基盤パワーアップ事業の機械リース計画書

【地域農業再生協議会等名】

フリガナ             フリガナ

氏名          代表者氏名

電話番号

【リース事業者】

フリガナ

事業者名

代表者名

(共同申請者→都道府県知事 )

年  月  日

一Ｔ

住所

一Ｔ

住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械リース計画を作成しましたので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に連反した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止した場合に
は、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納します。

3 本取組に係る助成金を、このリース事業者が指定する口座に振り込むことについて合意します。

4 機械 リース計画額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

5



別添 2-1(別 記様式第 3-6号 関係 )

個票 (リ ース方式による機械等の導入の取組用)

機械 リース計画書

(血0)

リース方式による機械等の導入の取組

注3

注4
注5

※1及び※2については、いずれかを記入してください。

リース助成申請額は、A、 Bのいずれか小さい額を記入してください。
A:[1]X(リース期間/法定耐用年数)X1/2以内
欧([1]一 [2])X1/2以 内

複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成してください。

別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。

添付書類は、以下のとおり。

① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

③ その他都道府県知事が必要と認める資料

(共 同申請者→都道府県知事)

注 1

注2

対象機械

機種名 数量
ム
ロ

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合 :能力・取得年

月'台数など)

リース期間
開始日｀終了日 (※ 1) (年 )

リース借受日から〇年間 (※ 2) (年 )

リエス物件取得見込額 (税抜き) [1]

うちオプション分 (税抜き)

(円 )

(円 )

リース期間終了後の残価設定    [2] (円 )

リース料助成申請額 [3] (円 )

リース諸費用 (金利・保険料・消費税) [4]

うち税相当分

(円 )

(円 )

機械利用者負担リース料 (税込み)  [5] (円 )

リエス物件保管場所

リース事業者名



産地パワーアップ事業
産地パワーアップ計画書 (生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開)

(産地パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書)

策定 :   年   月   日

地域協議会名

豊理番号

1 産地パワーアップ計画 (生産基盤強化タイプのうち全国的な土づくりの展開)

都道府県内の上づくりと土壌の現状、土づくりに向けた課題と対応方針、土づくりにより期待される成果、地域の関係者おt果たす役割を記載する

(1)上づくり

2

(3)計画の内容

づ 内容

ア

(注 1)産地の成果日線をお販売機の維持・増加を選択した増合は「地増 (県又は日を含む)の価格 (単価)」 積について記入する。また、この幅は事後碑価時に使用するものとし、地方卸売市壻取引価格などをとに■彙実施前年度と、日軽年度の価格 (販 売単価)を盟載すること。

(注 2)産地の成果目標を構販売領の鍵持・増加を遍択した増合は「補正係数J桐について記入する。また、この幅は事後群価時に使用し、「地増 (県又は日を含む)の事彙実施前年度の価楷 (販売連価)■地壇 (県 又は口を含む)の 目毎年度の価格 (販 売単価)」 により算出

した値を記載し、「価格補正後の実績」幅には、「案載襴の価格 (販 売単価)X補正係数 X実績憫の政量J又は「実績福の価格 (販売単価)X構工係数 X実績傾の数量一生産コスト」て

“

出した領をもつて現状及び目標と対比可能な数値を記載すること。

また、「違皮率J憫については、「価格補正後の実績」桐に記載の数値をもつて諄出すること。なお、「補正係数Jは小数点以下4桁目を四拾五入ヒ、小数点以下3桁とすること。ただし、予め価格を固定した契約取引など、市増の特綸といつた外的要因等による

価格糞動が生 しないときは、僣格構正は行わないものとする。

(注 a)目視の奥覇可能性樹には目権激足以前のね去数年の数値、現状値の機足の考え方、日程値の実現可能性を記入すること。

路考取組肉春 (用 いる堆肥の種類・施用量、案証ほの設置数 (面積 )、 分析項目等 )取組主体の名称作鞠名聰区名 (市町村名 )

00地区 (市町村名 )

血

奥肛ほの観E数 (面積)の合計

目線の
実現可能性

常考地増協擦会等の碑価
建威率
(91)

事後評価の検艇方
法 (※定二的な検証
ができること。)

価格補正
後の実績

構正係数

1辞読♂ 隠甘
目複年度

隠

地増 (県又は国を含も`l

の価格 (販売撃価)

|

|

ln]|   |||

l ngI   III

|れ

ュ
|   |||

実績目標

(韓販売領又は建体付面積の維持又は増加目標)

現 状

00  1 1
00  1 1
OO  l l
00  1 1



イ地力の向上

(4)そ の他

(注 1)ア及びイは対象作れ毎に設定する。

(注 2)イの「取組肉喜Jについては堆肥の種類 (指定漉合肥料及び混合堆肥複合肥料の増合は肥料の名称を含む)、 作枷毎の上づくりに取り組んだほ壻の力所数を記敏するものとする。

「成果目標Jの幅には、地目や作物に応じた上堪の地方の向上に係る項目について、現状として取り組む前のほ増の平均亀、改善目標に、実績として改善目裸に進したl二増の面積又は力所数の制合を記載するものとする。

(注 3)成果目裸 (現状、日標、実績)の算出根拠となる資料 (データ等)を添付すること。

備考地増協鵬金等の諄価取機主体の評価
卒

，
成
勇

逮
ぐ

”］一
事
法
が

成果目極

現状 目標 奥植

震

た
数

れ

の
面

さ

は
は

皓
期
似
莉

る
項

す
析

Ｈ
、

Ｃ

と
分

ｐ
∝

阻
】
駅
ＥＣ、９

る
項

す
析
Ｈ
、

Ｃ

と
分

ｐ
ＣＥ

標
壌
く

ヽ
，

指
土
目
酪
等

取組内喜

用

ツ
　
　
所

施
レ
美
　
カ

の
べ
用
　
０

肥
は
施
　
０

珪
又
の

ん
ぐ
隅
　
名

ふ
艇
離

，
枷

キ
案
卜
圧
作

取組面積

隠

ha

hロ00

00

00

射彙作れ

00

OO

00

00

h

2 事業計画 (実績)

(1)

(2)取 組一覧

別瀑のとおり

叫

00(西 暦00)年 度

協事業員

(円)  |口 費   |“道府県■ 1市町村貴  |その他

可可叫剣叫叫

その他市町H彙

“

道府県貴郁道府R■

(円 )

(円 )

00(西 暦00)年 度

年度別内駅

00(西暦00)年度

協事累費

(円 )



(様式第7号X効果増進事業)

(基金事業 (うち効果増進事業))

(地域協議会長等→市町長)

月

市町長 様

地域協議会等名

会長    氏名

長崎県産地生産基盤パワーアッフ事業取組主体事業計画の承認 (変更 )申話につい

て

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領第1の規定に基づき、関係書類を添えて
(変更)承認申請します。

添付書類  産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業計画書

口巧
日

番

年

記



様式8号 (基金事業 (うち効果増進事業))

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業
取組主体事業計画書

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

事業実施年度 令和OO(西暦OO)～ OO(西暦OO)年度

市町村名

地域農業再生協議会等名
代表者



(基金事業 (う ち効果増進事業))

1 総括表

(司 )計画策定等に要する経費

(2)技術実証に要する経費

産地生産基盤パワーアップ事業

取組主体事業計画

(取組主体事業実施状況報告書兼評価報告書)

年度別内訳

OO年度

総事業貴

(円 )

OO年度

総事業費

(円 )

総事業資

(円 )

事業区分

基金事業  1効果増進事業

合計

備考総事業貴

(円 )

単価

合計

員数事業内容地増協議会

等名

備考事後評価

の検証方法

完了

年月日

総事業資

(円 )

事業内容

(実証リース機標 (能力、台数)等 )

取組目標目標

年度

集

施
産

事

実
年

業

数

農

者
耐一働

対象作物

名

地区名L

合計

地域協議会

等名

計

計

:lit生 |=

=ゝ
と,II■

(注 1)r取組目標」襴にはⅢ実施要綱別表のメニュー幅の 1又は2の効果的な実施に必要な取組を翼載すること。

(注 2)備考相には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額OOO同  うち国資OOO円」をゃ同税額がない場合は「該当なし」と、同私額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

2 個人情報の取扱いの確認 !

私は、次の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。    □
(次の「個人情報の取扱い」について同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協議会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の実施に際して得た個人情報について、「個人情報を行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号 )

及び関係法令に基づき適正に管理し、本事業の実施のために利用します。

また、農林水産省、都道府県、地域協議会等は、本事業の実施に係る説明会や国の他の構助事業の補助金交付等のため、関係機関に必要最小限度内において提供する場合があります。

0 添付資料

実証機械リースの取組を行う場合は、別添1及び2を添付すること。



(様式第9号 ) (市町長→知事)

月

長崎県知事

市町長

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業計画の承認(変更)申請について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領第1の規定に基づき、関係書類を添えて
(変更)承認申請します。

添付書類   OO市 (町)産地生産基盤パワーアップ事業計画書(実績書)

発行責任者及び担当者

発行責任者 OO OO(連 絡先OOO―OOO―OOOO)

口
可

日

番

年

様

記



l様 式第 10号 )

OO市町産地生産基盤パワーアップ事業計画喜 (実績書)

(産地パワーアップ事業実施状況報告書兼評価津騒告暮)

1 産地パワーアップ軒画

(1)収益性向上対策

(注 1)「豊理番号」桐には、地壌協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記敏すること。

(注 2)成果目線は、この計画を位置づける産地パワーアップ計I璽lの成果目標 (実施要領第 4の Sの (1)の いずれか)を盟競すること。取組内暮に応じ取組主体事業計画等から転配すること。

(注 3)中 山間地域所得確保計画又は中山間地域所得向上計画と連携する産地パワーアップ計画である場合は、備考桐にその旨を記載すること。

(2)生 産基盤強化対策

ア 産地の成果目標 (全目的な土づくりの展開以外)

イ 産地の成果目標 (全目的な土づくりの展開 )

(注)その他の取組を実施する場合は、取組内暮に応じ取組主体事業計画等から転記すること。 (追加)

目祖の
実現可能性

情考都道府県の評価地壌協巌会等の群価
率

，
成
％

違
‘

事後評価の検証方法

(現状値及び目標値の算出方法 )

(※定量的な検正ができること。 )

目標

目標

|

|

|

|

|

|

lhal ||
lhal I I

lh口 I I I

取組肉審作物

名

地区名理
調

地域協議会

専名

目標の
実現可能性

備考都道府県の評価地増協酸 等の評価
違成率
(,`)

t※雇 量 的 な篠 日正力【

できること。)

価格補正
後の実績

補正係数

地壌 (県又は国を合も`)

の価格 l販売単価)

目毎年度
隠

事彙実施
前年度隠

実績

ha

hロ

現 状 目棋

halhal   lll

lhal   lll

lhal  lll

対象作駒
取組】

目標の
実現可能性

備都道府県の評価地壊協脳会等の辞価
達成率
(96)

(※定量的な検紅が
できること。)

価格補正
後の実績

補正保虫

地壊 (県又は目を含む)

の価格 l販売単価l

輔譜詔目幣度隠

||  |

取組目標

現状 目標 実績

l hal   l

lhBI   I

|"BI  III

l nal   lll

ln日 |  |||

l nal   lll

l nal   l l l

|

|

|

|

対象作物

00

OO

00

OO



2 事業の内容及び計画 (又は実績)

(1)総括表

年度別肉駅

00年度

構事業費

(円 )

00年 度

総事業費

(円 )

00年 度

総事集貴

(円 )

構事業費

(円 )

事業区分

整備事業

生産支援事葉

効果増進事業

計

整備事桑

基金事業

整備事業

計

合計

整備事業

生産支援事業

効果壇進事業

肘

整備事業

基金事業

整備
=素

肘

合計

基金事業

生産基盤
強化対策

基金事業

生産基盤
強化対策

収

益

性

向

上

対

策

理
調

合計

地域協

胎 名

(注)整備事業について、交付率が枢数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考桐に記入すること。



O 添付書類

・事業計画書の場合

産地パワーアップ肘日書                                                                                       ′

(注 1)整備事卑が含まれる壻合は、取組主体事業計画 (男 I紙整備事集の明綱票を含む)のはか、O施設の規模決定根拠、②施設の配置日、平面田、事業費の積算 (毎路設計)及び◎貴用対効果分析関係資料、その他地方農豪局が必要とBめる書類を澪付すること。

(滋 2)中 山間地増所得向上支援事業と連携する産地パワーアップ計画である場合は、中山閥迫巌所得向上計画の写しを添付すること。

・事業実施状況報告書素評価報告書の場合

産地パワーアップ事某兵摘状況報告書兼評価報告書

市町事業計画書

(2)内訳

別澪のとおり。

・ 県実施方針に定める書類を憑付すること。



(別添1)

ア 基金事業

0

0

0

0

〔

〔

C

〔

C

0

C

C

C

C

C

C

Ю

C

徊

個

Ю

個

徊

0

0

9

0

0

0

0

9

その他市町村貴魯重府果■田費(円 )

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

C

C

C

C

徊

Ю

0

Ю

0

0

9

0

0

9

0

0

0

0

0

9

0

市日「村資椰道府県費(円 )

C

0

9

0

0

0

0

C

C

C

C

C

C

C

C

q

電

個

徊

0

Ю

Ю

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

年度別内釈

市町Ⅲ■

“

道府員長(円 )

0

0

0

0

g

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

C

0

9

0

0

0

0

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

Ю

Ю

Ю

C

Ю

徊

Ю

個

電

Ю

Q

0

個

0

0

Ю

Ю

Ю

0

徊

0

0

0

0

(円 )

総事業費

0

Ю

Ю

Ю

0

0

0

0

0

0

0

0

整備事業

生産支援事業

効果増進事業

計

基金事業

計

整備事業

訃

整備事業

生産支援事業

効果増進事業

基金事業

整備事業

計

事業区分

収

益

性

向

上

対

策

生

産
基

盤
強

化
対
策

理

号

整

番

建増協

離会名

収

益

性

向

上

対

策

(法)整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分 して記入 し、交付串を備考襴に記入すること



(別添 2)

爛

は

ａ

収益性向上対策

目標の

実現可能性

備考都道府県

の評価

地域協議会

等の評価

取組主体

の評価

取祖 目標

の違威状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日その他市町■■口費(日 )

総事業費事業内暮

(工種、れ後区分、構追、規格、舵カ

取組 目標標

度

目

年

業

施
度

事

突
年

業

数

農

者
疏
ｍ

取組

主体名

地区名腱理

号

整

吾

地域協

醸会名

附帯事務費 (都道府県、市町村)

訃

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

合計

(注)「豊理番号」幅には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の豊理番号を配載し、その他の幅は取組主体事業計画等から転B己すること。

b 生産支援事業

目標の

実現可能性

備考都道府県

の評価

地壊協議会

等の評価

取組主体

の評価

取組目楳

の違威状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検圧方法

完了

年月日

博事業費

(円 )

事某内暮

(■犠 (能力,台数).リ ース色犠 (縮

力、台数)、 資料費等)

取組 目標

計

計

合計

標

度

目

年

業

施
度

事

実
年

業

数

農

者
疏
⑭

対象作亀

名

取組

主体名

地区名L理
門

地域協

胎 名

(注)「整理番号1襴には、地域協臓会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の標は取組主体事業計画等から転肥すること。

c スマー るための取組

(注)r整理番号J襴には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の欄は取組主体事業計画等から転盟すること。

d 施設国芸エネルギー転換枠

備考完了

年月日(円 )

協事業費事業肉暮

(オペレーター基虚■ 賃金、強行ヨン

'ル
タント科、保険4等)

葉

施
度

事

実
年

業

数

農

者
耐一
ｍ

対象作偽

名

取組

主体名

地区名腱理

号

整

番

合計

地域協

議会名

計

計

目標の

実現可能性

備考部道府県

の評価

地域協議会

等の評価

取組主体

の評価

取組目線

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

建事業費

(円 )

事業肉審

(担構 (縮力、台数)、 リースと機 (縮

力、台敷)、 資材資等)

計

計

含計

取組 目標裸

度

目

年

集

施
度

事

実
年

業

数

農

者
疏
⑭

対象作伯

名

取組

主体名

地区名腱理

号

螢

番

地域協

離 名

(注)r整理番号J欄には、地増協醸会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の幅は取組主体事業計画等から転記すること。



e 持続的畑作確立枠

目標の

実現可能性

情考都道府県

の評価

地壌協脳会

等の評価

取組主体

の評価

取組 目標

の違成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検肛方法

完了

年月日

韓事業費

(円 )

事業内暮

(機構 (権力、台数)、 リース構様 (籠

力、台数l

計

計

含計

取組 目捏醜
軽

韓
軸
軽

業

数

農

者
耐
⑭

月)】 屈対象

作れ
取組

主体名

地区名h醒
開

地域協

臓会名

(注〕「豊理番号」欄には、地域協臓会等ごとの産地パワーアップ計画の豊理番号を記載し、その他の相は取組主体事業計I函等から転配すること。

f 効果増進事業

①叶画策定等に要する経費

②故衛奥証に要する経費

(注 1)「取組目標」桐には、実施要綱別表 2の Iの メニュー桐の 1又はIの メニュー襴の 1の効果的な案れに必要な取組を配載すること。

(注 2)備考相には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減領した場合には「除税額000円  うちコ費OOO円 」を、同税領がない場合は「酸当なしJと 、同税領が明らかでない場合には「含税観」とそれぞれ記入すること。

(滋)その他の取組を実施する場合は、取組肉客に応じ取組主体事業計画等から転記すること。 (追加)

事業の完了予定年月 日         令和   年  月  日

備考博事業費

(円 )

単価

計

合計

員数事業肉春地増協田

会等名

備考部道府県

の評価

取組主体

の評価

取組 目標

の達成状況

完了

年月日

韓事業資

(用 )

事業肉暮

(案証リースa糧 (能力、台数)等 )

取組 目標

計

計

合計

捏

度

目

年

業

施
度

事

実
年

楽

独

農

者
疏
ロ

対象作柚

名

敗組

主体名

地区名地域協田

会等名



(別添3)

(イ )

内訳

生産基盤強化対策

基金事業 (生産基盤強化タイプ)

目標の

実現可能性

備考部道府県

の評価

地増協麟会

等の評価

取組主体

の評価
｀

取組 目標

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検肛方法

完了

年月日

絡事業費

(開 )

事業内容

(4概 (縮力、台徴)、 リース儀犠 (籠

力、台数)、 資,■等)

計

‖

合計

取組 目観酪
軽

集

施
度

事

実
年

集

数

農

者
疏
ロ

対象作輸

名

取組

主体名

地区名h鯉
需

地域協

議会名

(注 )「垂理番号J福には、地域協融会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の桐は取組主体事業計画等から転盟すること

イプ)

(注 1)「整理番号J相には、地城協臓会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載し、その他の桐は取組主体事業計回等から転配すること

(注 2)整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考欄に記入すること

目標の

実現可能性

備考部道府県

の評価

鼈増協議会

等の評価

取組主体

の評価

取組 目標

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日(円 )

総事業費

(工■、L股区分、構と、携格、他力等)

事業肉暮敗組目標臨
軽

業

施
度

事

実
年

業

数

農

者
耐一
的

対象作戦

名

取組

主体名

地区名L理

号

整

番

聰聴

搬 名

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

路帯事務費 (都道府県、市町村)

肘

合計



費目 (円 )

口費 都道府県費 市町村費 その他
備考 (経費の内駅及び経費の必要性)

合計

備考 (経費の内釈及び経費の必要性)

備考 (経費の内釈吸び経費の必要性)

絡事業費 (円 )

総事業費 (円 )

000

及 びマ ツヨ

の経符・

0

〔ニーズの

0

イ) 生産垂置の

費 目

合計

受 目

合計

合計

(月 E添 4)

c 生産基盤強化タイプのうち生産装置の継承・強化に向けた取組、生産技術の継承・普及

d 生産基盤強化 (全目的な土づくりの展開)

禰 勘 金耳 薬 ■稚 ■ の 関訳

含音十

貿 日項 日

(注)その他の取組を実施する場合は、取組内暮に応じ取組主体事業計画等から転盟すること。 (追加 )

事業の完了予定年月 日       令和   年  月  日

備考 (経費の内訳及び経費の必要性 )

備考 (経費の内訳及び経費の必要性)

0000

総事業費 (円 )

総事業費 (円 )

0

ア )霊 埓 管 理 、

受 目

合計

受 目

合計

イう 権4,爆云

備考 (経費の肉訳及び経費の必要性)(円 )費目
その他市町村費都道府県費田費

合計



(別添 5)

(ウ ) 整備事業

収益性向上対策

(a)総括疑

絡事業費 (OO年度)

(円〕

理

号

璧

番

合計

地域協

酷 名

lb)内 訳

目標の

実現可能性

備考郎道府県

の評価

地域協議会

等の日平価

取組主体

の評価

取組目線

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

構事業費

(円〕

事業肉害

(工報、
中)

取組目標

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

附帯事務費 (都道府県、市口r村 )

B十

合計

盟
軽

楽

施
産

事

実
年

業

数

盛

者
疏
ロ

対象作名

名

取組

主体名

聰区名血理

号

整

番

地域協

膝 名

(湛 1)「豊理番号」幅には、地館協障会等ごとの産地パワーアップ計画のと理番号を記載し、その他の幅は取組主体事業計画等から転記すること。

(注 2)整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考相に記入すること。

(c)事業の完了予定年月日

(d)収入予算 (又は精算)

令和  年  月  日

イ)支 出の部

備考

減

比較増滅

増

前年度予算領本年度予算額

1 田庫補助金

2 その他

合計

備考比較増減

滅増

前年度予算領本年度予算額

臣備事業

合計



(別 澪6)

b 生産基盤強化対策

(a)総括表

鯰事業費 (OO年度)

(円 )

理
調

合計

地壌協

酷 名

(b)内訳

目標の

実現可能性

隋考都道府県

の評価

地域協触会

等の評価

取組主体

の評価

取組 目標

の達成状況

費用対効果

分析結果

事後評価

の検肛方法

完了

年月日

博事業費

(円 )

事業内暮

(工種、歯骰盛分、構造、規格^籠力等〕

附帯事務費 (都近府県、市町村〕

計

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

合計

取組 目螺酪
軽

某

施
度

事

突
年

業

数

農

者
疏
ｍ

対象作れ

名

取組

主体名

亀区名血理

号

整

番

地域協

胎 名

(注 1)「豊理番号J幅には、地歳協臓全等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記競し、その他の襴は取組主体事業計画等から転記すること。

(注 2)整備事業について、交付率力t複数ある場合は、交付率ごとに区分して記入し、交付率を備考幅に記入すること。

(c)事 業の完了予定年月日 令和  年  月  日

(d)収入予算 (又は精算 )

ア) 収入の部

イ)支 出の部

(別 添 7)

晴考比較増滅

減増

前年度予算額本年度予算機

1 田庫補助金

2 その他

合計

崎者比較常減

減唱

前年度予算領本年度予算領

整備事業

合計

助成金の交付を受けて整備する物件を担保に供 し、金融機関か ら融資を受ける場合の融資の内容

その他優遺年数

年

年

年

年

年

融資を受けようとする金額

円

日

円

円

円

融資名

(制度・その他 )

金融機関名事業概要



3 市町附帯事務費の内訳表

(目 )国産農畜産物・

金額の欄は、国費ペースではなく事業費ペースで記入すること。
該当する (目 )ごとに作成すること。

※ 1

※ 2

訳内内   容金額 (千円)

普通旅費

日額旅費

委員等旅費

謝金

消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

通信運搬費

区   分

旅 費

′Jヽ計

賃金

共済費

報償費

需用費

′Jヽヨ十

役務費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

合  計



(様式第11号 ) (市町長→地域協議会長等)

月

地域協議会長等   様

市町長

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業産地パワーアップ計画の承認について

令和〇年Ott O日 付けOOで申請のあつた産地パワーアップ計画について、長崎県
産地生産基盤パワーアップ事業実施要領(令和2年 4月 1日 付け2農園第16号)第 1の規
定に基づき、承認したので通知する。

口
〒

日

番

年



(様式第12号 ) (地域協議会長等→取組主体)

月

様

地域協議会等

会長   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業計画の承認について

令和〇年Ott O日 付けOOで申請のあうた産地パワーアップ計画について、長崎県
産地生産基盤パワーアップ事業実施要領(令和2年4月 1日付け2農園第16号)第 1の規
定に基づき、承認したので通知する。

|

号

日

番

年



(様式第13号 ) (取組主体→市町長等 )

様

住所

取組主体名

代表   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金交付申請書について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業について、長崎県産地生産基盤パワーアップ事
業助成金     円を交付されるよう、長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要
領 (令和 2年 4月 1日付け2農園第16号)第 2の規定により次の書類を添えて申請しま
す。

記

添付資料  (様式第 2号 )

取組主体事業計画書及び県実施方針に示した確認書類

号

日月

番

年



(様式第14号 ) (地域協議会等→市町)

様

地域協議会等

会長   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業 (効果増進事業)助成金交付申請喜について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業について、長崎県産地生産基盤パワーアップ事
業助成金        円を交付されるよう、長崎県産地生産基盤パワーアップ事業
実施要領 (令和2年 4月 1日付け2農園第16号)第 2の規定により次の書類を添えて申
請します。

記

添付資料 事業計画書 (実績書)(様式第15号 )

収支予算書 (精算書)(様式第16号 )

その他 県実施方針に示した確認書類

口▼
日月

番

年



(様式第15号 )

刊.総括表

2 事業の内容及び汁画 (又は実績)

(ア)計画策定等に要する経費

(イ )技術実証に要する経費

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業 (効果増進事業)計画書 (実績書)

年度別内駅

OO年度

総事業費

(円 )

OO年度

総事業費

(円 )

総事業費

(円 )

事業区分

効果増進事業

合計

備考

(円 ) 回費 県費 市町費 その他

単価

合計

員数事業内容地域協爾

会等名

事後評価

の検証方法

完了

年月日(円 )

総事業費

(実証機構 リース等 )

事業内容取組目標目標

年度

業

施
度

事

実
年

業

数

農

者
耐一　ｍ

対象作物

名

地区名‖o地域協議

会等名

計

合計

計

(注)「取組目標」欄には、実施要綱別表のメニュー欄の 1又は2の効果的な実施に必要な取組を記載すること。

0 添付資料

・ 県実施方針に示した確盟書類



(様式第16号 )

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金収支予算書 (精算書 )

(1)収入の部

(2)支出の部

注)間接補助金の交付を完了した年月日 :  年 月 日

区  分

本年度予算額 前年度予算額 比較増減

(本年度精算額) (本年度予算額) 増 減

県 助 成 金

円 円 円 円

市 町 費

計

区  分

本年度予算額 前年度予算額 比較増減

(本年度精算額) (本年度予算額) 増 減

市町附帯事務費

円 円 円 円

事業費

計



(様式第17号 ) (整備事業等 :取組主体→市町長等)

(効果増進事業 :地域協議会長等→市町長)

様

住所

団体名

代表者名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金変更等承認申請喜について

令和OOttO月 ○日付けOOttOO号をもって交付決定通知のあつた長崎県産地生産
基盤パワーアップ事業助成金について、下記の理由により別添のとおり変更したいの
で、長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和2年 4月 1日付け2農園第16

号)第 2の規定により次の書類を添えて申請します。

記

変更の理由

添付書類 事業計画書 (様式第2号、様式第15号 )

収支予算書 (様式第16号 )

(注)1 補助金の額が増額する場合は、件名の「変更等承認申請書」を「変更及び追加
交付申請書」とし、本文中の「下記の理由により別添のとおり変更したいので、
産地生産基盤パワーアップ事業実施要領第①の規定により申請する。」を「下記
の理由により別添のとおり変更したいので、産地生産基盤パワーアップ事業実施
要領により、助成金OOO円 を追加交付されたく申請する。」とする。

2 補助事業を中止し、又は廃上しようとする場合にあつては、「変更等承認申請
書」を「中止 (廃止)承認申請書」と、「変更」を「中止 (廃止)」 と置き換え
ること。

3 事業計画書と収支予算書は、変更箇所を二段書きとし、変更前を括弧書きで上
段に記載すること。

口▼
日月

番

年



(様式第18号 ) (取組主体→市町長等)

口守
日月

番
年

様

取組主体名

代表 OOOO

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業実績報告書及び
助成金交付請求書の提出について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和 2年 4月 1日付け2農国第16号 )

第1の規定に基づき、実績を報告し、助成金の交付を請求する。

記

1 請求額 金

2 事業の内容及び計画 (又は実績)

別紙様式のとおり      '

(注)様式第2,3,19号等該当するものを添付。

円



3 振込先

□4 私は、以下の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意 します。
※ その内容について同意する場合は、□印にレ点を必ずご記入ください。

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協議会は、産地生産基盤パヮーアップ事業の取組主体助成
金を交付するために、事業の参加者から提出された取組主体事業計画書等に記載された個
人情報を行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関
係法令に基づき適正に管理 し、本事業の交付に係る事務のために利用 します。

金融機関 (ゆ うちよ銀行以外 )

金融機関コー ド (数字4ケ タ) 金融機関名

展業協同組合 銀行 信用金厚

信用組合 労働金庫 信連 農林中金

支店 コー ド (数学 3ケタ ) 更暦名

預金種別 (該当の ものに レ印をつけて くだ さい ) 口座番号 (7ケタに満たない場合は、右づめで記入)

□ 普通   □ 当座   回別段   □通知

口 人

フ :

漢字

よ

(6ケ タロ ある場合は※部分に記入) で

1
F

1

ロ 人

フリガナ

漢字



(様式第19号卜1)

(リ ース方式による機械等の導入の取組用 )

※ 導入する機械によつて
リース事業者が異なる場
合はリース業者毎に作成
してください。

(共同申請者→市町長等 )

産地生産基盤パワーアップ事業の機械 リース助成金請求書

年

様

月   日

【取組主体名】

フリガナ

氏名

フリガナ

代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ日E八

一Ｔ

住所

電話番号

【リース事業者】

フリガナ

事業者名

代表者名

T
住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械 リース助成金請求暮を作成 しましたので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に違反 した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止 した場合に
は、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

3 本取組に係る助成金をこの リース事業者が指定する日座に振 り込むことについて合意 します。

4 助成金請求額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

私は、次の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。
(次の「個人情報の取扱いJについて同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い
農林水産省、都道府県、地域協議会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の助成金を交付

するために、事業の参加者から提出された事業計画書等に記載された個人情報を行政機関
の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号 )及び関係法令に基づき適
正に管理し、本事業の交付に係る事務のために利用します。

5

6□



(様式第19号 1-2)

個票 (リ ース方式による機械等の導入の取組用)

機械 リース計画書

(血0)

リース方式による機械等の導入の取組

注 1

注2
※1及び※2については、いずれかを記入してください。
リース助成申請額は、A、 Bのいずれか小さい額を記入してください。

A:[1]X(リ ース期間/法定耐用年数)X1/2以内
B:([1]― E2])X1/2以 内

複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成してください。
別添として、複数の販売会社等の見積書の写し等を提出してください。

(共 同申請者→市町長等)

３

４

注
注

対象機械

機種名 数量 台

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合 :能力・取得年

月・台数など)

リース期間
開始日～終了日 (※ 1) (年 )

リース借受日から〇年間 (※ 2) (年 )

リース物件取得見込額 (税抜き) [1] ( 円 )

リース期間終了後の残価設定 [2] ( 円 )

リース料助成申請額 [3] ( 円 )

リース諸費用 (金利・保険料 日消費税) [4] ( 円 )

機械利用者負担リース料 (税込み)  [5] ( 円 )

リース物件保管場所

リーネ事業者名



(様式第19号 2-1)

(資材導入等の取組用)

(取組主体→市町長等 )

産地生産基盤パワーアツプ事業の資材導入等助成金請求書

年

様

月   日

【取組主体名】

フリガナ

氏名

フリガナ

代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

T
住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の資材導入等助成金請求書を作成 しましたので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて.次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に連反 した場合 (私の責めに帰さない場合を除 く。)及び事業中止 した場合
には、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

3 助成金請求額

円

4 取組の内容

別添個票のとおり。

5 □  私は、及の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。
(次の「個人情報の取扱いJについて同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協議会等は、産地生産基盤パワーアップ事業の助成金を交付
するために、事業の参加者から提出された事業計画書等に記載された個人情報を行政機関
の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号 )及び関係法令に基づき適
正に管理し、本事業の交付に係る事務のために利用します。



(様式第19号 2-2)

個票 (資材導入等の取組用)

資材導入等の取組

(取組主体→市町長等 )

資材導入等計画書

(Nh())

取組内容

事業費
(円 ) うち助成金申

請額 (円 )

備考
具体的内容 (資材の名称等を具体的
内容を記載 )

個数、面積又
は員数等

単価

合計



様式第19号別添2-3(資材導入等の
取組)

個票 (暴機の改植用)
果樹の改植に係る助成金請求書 (NhO)

(取組主体→市町長等)

備  考

品質向上が期待される技術の内容

(既に導入している場合は導入した時期t当骸
年度に導入予定の場合は導入する時期を併

配)

助成金

円

円

円

円

円

円

円

円

円

助成金

合 計

円

円

円

円

助成単価

(定額・定率)

220円/Rf

220円 /nf

220円/nf

補助率

1/2以内

220円ノnf

事葉費

円

円

円

円

円

円

円

円

円

事業費

円

円

円

円

事業量

本

本

Jヽ 計

本

本

′lヽ 計

本

本

′lヽ 計

事業量

本

本

本

本

実施面積

Rl

耐

Rf

耳r

nf

nf

実施面積

nf

nf

耐

Rf

事業内容

改  植

未収益期間における歳始管理

改  植

未収益期間における歳培管理

改  植

未収益期間における栽培管理

口地数計

定額

定率

計

未収益期間における歳培管理 計

品    目

(品   種 )

改  植

園  地
番  号

2

3

5

「品目(品種)J襴には、りんごわい化歳増等を行う場合は、併せてT(わい化等)」と記入すること。

「事業量」欄については、植栽する首木の本数を記入すること。

「助成単価(定領・定率)1綱には、補助率が定額助成のものについては助成単価(OO円 /nl)を、補助率が定率助成のものついては1/2以内と記入すること。

8F製朝断鉱幡鵠霜E請舜禦こ躍級控野のについて、改権の面積と同じ面積を記入すること。

「備考」欄には、助成金額から仕入れにかかる消費税相当額を減額した場合は、減額した仕入れにかかる消貴税相当額を記入すること。なお、仕入れに係る消貴税控除を行わない場合は、「酸当なしJと記入し、情求時点で仕入れに係る消貴税相当領が不明な場合で、助成金備求額に仕
入れにかかる消■税逆除額が含まれている場合は、「仕入れ控除消費税額を含む」と記入すること。

(注 )



(様式第19号 3-1)

(機械等の導入の取組用 )

様

(取組主体→市町長等)

産地生産基盤パワーアップ事業の機械導入助成金請求書

年 月   日

【取組主体名】

フリガナ

氏名

フリガナ

代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械導入計画書を作成 しましたので提出します。

記         ヽ

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に連反 した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止 した場合
には、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納 します。

3 助成金請求額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

一Ｔ

4



(様式第19号 3-2)

個票 (機械等の導入の取組用)

(取組主体→市町長等)

機械導入計画書

(血0)

機械等の導入の取組

「購入価格(税抜き)」欄には、下取り価格又は処分益(税抜き)を控除した価格を記入してください。
「購入費助成申請額」欄には、[1]X1/2以内の額を記入してください。
「備考」欄には、下取り価格又は処分益(税抜き)を記入してください。

別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。

添付書類は、以下のとおり。

① 複数の販売会社の見積書の写し等(全社分)

② 動産総合保険の保険証書等の写し

③ 費用対効果分析

④ その他都道府県知事が必要と認める資料

注 1:

注2:

注3:

注4:

注5:

対象機械

機種名 数量
ム
ロ

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合 :能力・取得年

月・台数など)

購入価格 (税抜き) [1]

ヨ

(税抜き)

( 円 )

( 円 )

購入価格 (税込み) [2] ( 円 )

購入費助成申請額 [3] ( 円 )

購入物件保管場所

備考



(様式第20号)(効果増進事業)

様

(地域協議会長等→市町長)

地域協議会等

会長   氏名

プ事業 (効果増進事業)実績報告書
ついて

口巧
日月

番

年

長崎県産地生産基盤パワー
及び助成金交付請求書の提

ツ
に

ア
出

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和 2年 4月 1日付け2農園第16

号)第 2の規定に基づき、実績を報告し、助成金の交付を請求する。

記

1 請求額 金

2 事業の目的

3 事業の内容及び計画 (又は実績)

別紙のとおり。 (事業計画書 (実績書)(様式第15号 )、 別添1、 別添2を添付)

円



4 振込先

5 私は、以下の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意 します。
※ その内容について同意する場合は、□印にレ点を必ずご記入ください。

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協議会は、産地パワーアップ事業の取組主体助成金を交
付するために、事業の参加者から提出された取組主体事業計画書等に記載された個人情
報を行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関係
法令に基づき適正に管理 し、本事業の交付に係る事務のために利用 します。

よ 以

金融機関コー ド (数字4ケタ) 金融機関名

展業協同組合 銀行 信用金庫

信用組合 労働金庫 信連 農林中金

支店コー ド (数字3ケタ) 支店名

浪金種別 (該 当の もの に レ印 をつ けて くだ さい ) 口塵番号 (7ケタに満たない場合は、右づめて記入)

□ 普通   □ 当座   □別段   □通知

ロ

フリガナ

漢字

よ

記号 (6ケ タロがある場合は※部分に記入 )

1
F

1

ロ

フリガナ

漢字



別添 1(様式第20号関係 )

(リ ース方式による機械等の導入の取組用)

※ 導入する機械によつて
リース事業者が異なる場
合はリース業者毎に作成
してください。

(共同申請者→市町長)

月   日

様

産地生産基盤パワーアップ事業の機械 リース助成金請求喜

年

【地域農業再生協議会長等名】

フリガナ             フリガナ

氏名          代表者氏名

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

住 所

電話番号

【リース事業者】

フリガナ

事業者名

代表者名

一Ｔ

一Ｔ

住所

電話番号

産地生産基盤パワーアップ事業の機械リース助成金請求暮を作成しましたので提出します。

記

1 取組主体事業計画に基づいて、次の取組を行います。

2 取組主体事業計画に違反した場合 (私の責めに帰さない場合を除く。)及び事業中止した場合に
は、支払を受けた者が都道府県知事に助成金を返納します。

3 本取組に係る助成金をこのリース事業者が指定する口座に振り込むことにつtヽて合意します。 '

4 助成金請求額

円

取組の内容

別添個票のとおり。

私は、次の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。
(次の「個人情報の取扱いJについて同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。)

個人情報の取扱い
農林水産省、都道府県、地域協議会等は、産地パワーアップ事業の助成金を交付するため

に、事業の参加者から提出された事業計画書等に記載された個人情報を行政機関の保有す
る個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号 )及び関係法令に基づき適正に管理
し、本事業の交付に係る事務のために利用します。

5

6□



別添 2(様式第20号関係 )

個票 (リ ース方式による機械等の導入の取組用 )

機械 リース計画書

(血0)

リース方式による機械等の導入の取組

注 1

注2
※1及び※2については、いずれかを記入してください。
リース助成申B青額は、A、 Bのいずれか小さい額を記入してください。

A:[1]X(リ ース期間/法定耐用年数)X1/2以内
B:([1]― [2])X1/2以 内

複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成してください。
別紙の団書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。
別添として、複数の販売会社等の見積書の写し等(全社分)を提出してください。

(共 同申請者→都道府県知事 )

３

４

５

注

注

注

対象機械

機種名 数量 台

型式名

対象作物

利用面積

現有機の有無
(有の場合 :能力・取得年

月・台数など)

リース期間
開始日～終了日 (※ 1) (年 )

リース借受日から〇年間 (※ 2) (年 )

リース物件取得見込額 (税抜き) [1]

うちオプション分 (税抜き)

(円 )

(円 )

リース期間終了後の残価設定    [2] (円 )

リース料助成申請額 [3] (円 )

リース諸費用 (金利・保険料 日消費税) [4]

うち税相当分

(円 )

(円 )

機械利用者負担リース料 (税込み)  [5] (円 )

リース物件保管場所

リース事業者名



(様式第21号 ) (取組主体→市町長等)

様

取組主体名

代表 OOOO

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金の概算払請求について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和2年 4月 1日付け2農園第16号 )

第2の規定に基づき、助成金の交付を請求する。

記

1 請求額 金 円

(注)様式第22号、23号、24号を添付

号

ロ月

番

年



2 振込先

幻 (ゆ うちょ銀行以外)

金融機関コー ド (数字4ケタ) 金融機関名

農業協同組合 銀行 信用金庫

信用組合 労働金庫 信連 農林中金

支店 コー ド (数字 3ケタ ) 更暦名

預金種別 (該当のものにレ印をつけてください) 口座番号 (7ケタに満たない場合は、右づめて記入)

□ 普通   □ 当座   □別段   □通知

ロ

フリガナ

漢字

よ

記号 (6ケ タロがある場合は※

1 「 1

ロ

フリガナ

漢 字

3 私は、以下の「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意 します。
※ その内容について同意する場合は、口印にレ点を必ずご記入ください。

個人情報の取扱い

農林水産省、都道府県、地域協議会は、産地パワーアップ事業の取組主体助成金を交付
するために、事業の参加者から提出された取組主体事業計画書等に記載された個人情報を
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)及び関係法令に

基づき適正に管理 し、本事業の交付に係る事務のために利用 します。



(様式第22号 )

請 求 内 訳 書

(単位 :円 )

交 付
決定額

前回迄
受領額

今 回
請求額

残額
工
日月

着
年

事業完了
(予定)

年月日

月 日迄
の出来高
(見込)

摘要





(様式第23号 )

出 来 高 (見 込 ) 調 書

対象
作物

整理
番号

取 組
主体名

本年度計画

工期

下記月日までの出来高 (見込) 請求時
の

出来高
(%)

備考
総事業費

(円 )

県助成金

(円 )
月 日

出来
高 (%)

事業費
(円 )

助成金

相当額
(円 )

※申請書記
載の額とす
る。

出来高

上記のとおり   見込みであることを確認します。

完 成

令和  年  月  日

市町長 (地域協議会長等)



(様式第24号 )

協議会名

事 業 費 明 細 書

対象作物

整理番号
取組主体名 事業区分 事業内容 金額 (円 ) 摘要



(様式第25号 ) (市町長等→取組主体)

市町長

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業 (交付額確定通知書及び)支払通知喜について

令和OOttOtt O日 付けで提出のあつた助成金交付請求書について、下記のとおり交付
したので、長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和 2年 4月 1日付け2農園
第16号)第 2の規定に基づき通知します。

記

1 助成金交付額 金

2 助成金交付額の内訳

別添のとおり。

3 助成金交付対象外額及びその理由 (注 )

助成金交付対象外額 :

助成対象外となった理由 :

円

(注)助成金請求額のうち助成対象外となつた金額がない場合は記入不要。

額の確定を行う場合は交付額確定通知を行うこと。

口巧
日月

番

年

様

円



(様式第26号)(整備事業田生産支援事業) (取組主体→地域協議会長等)

月

住所

取組主体名

役職   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業実施状況報告書 (兼評価報告喜)

の提出について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和2年4月 1日付け2農国第16号)第4の
規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

記

添付書類 長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業実施状況報告書

兼評価報告書(様式第2号、様式第3号 )

口
〒

日

番

年

様



(様式第27号)(整備事業・生産支援事業) (地域協議会長等→市町長)

月

様

地域協議会長等名

役職   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書 (兼評価報告書)の提出
について

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和2年4月 1日 付け2農園第16号)第4
の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

記

添付書類 令和OO年度産地パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書

(様式第5号、様式第6号 )

号

日

番

年



(様式第28号 )(効果増進事業) (地域協議会長等→市町長)

月

様

住所

地域協議会長等名

役職   氏名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業実施状況報告書 (兼評価報告書)の提
出について

長崎県産地基盤パワーアップ事業実施要領(令和2年4月 1日付け2農園第16号 )第4の規定
に基づき、関係書類を添えて提出します。

記

添付書類 長崎県産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業実施状況報告書兼

評価報告書 (様式第8号 )

号

日

番

年



(様式第29号 ) (市町長→知事)

月

市町長名

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書 (兼評価報告書)の提出について

長崎県産地生産基盤パワーアツプ事業実施要領 (令和2年4月 1日付け2農園第16号 )第4
の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

記

添付書類 長崎県産地生産基盤パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書

(様式第5号、様式第6号 )

号

日

番

年

様


